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別紙３  

                                                                                 

重層的支援体制整備事業における多機関協働事業の実施状況に関する 

実態把握及び効果的な実施方法に関する調査研究事業 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

（報告書Ａ４版 198頁） 

                                                                                        

 事 業 目 的 

 
重層的支援体制整備事業における多機関協働事業は、市町村における地域住民の複雑化・複合

化した支援ニーズに対応する上で、中核としての機能を担うものであるが、多くの市町村では、
その具体的な実施方法が見えておらず、また、その実態は十分に把握されていない。 
このため、多機関協働事業の実施状況に関する現状と課題等を把握するとともに、実際の取組

実例を踏まえ、事業の機能や役割、その効果的な実施方法及び実施体制等を整理するための調査
研究事業を実施した。 
なお、多機関協働事業は、本来であれば、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業や参加支援

事業等と一体的あるいは連動してデザインされる必要がある。そこで、本事業では、多機関協働
事業を主な対象としつつも、それに限定せず、周辺の関係領域も含めて、実態把握やあり方の検
討を行った。 

 

 事 業 概 要 

 
１．多機関協働事業等の実施状況に関するアンケート調査 
（１）目的 

重層的支援体制整備事業・移行準備事業を実施している市区町村を対象に、多機関協働事業
の実施状況や課題等を把握することを目的に、アンケート調査を実施した。 
 

（２）調査対象 
調査対象は、令和３・４年度に一度でも『重層的支援体制整備事業』または『重層的支援体

制整備事業への移行準備事業』を実施した365市区町村とした。 
 

（３）調査内容 

【重層的支援体制整備事業の実施状況】 ※『重層的支援体制整備事業』実施市区町村のみ回答 
・重層的支援体制整備事業の担当が所属する部門 
・各事業の委託状況 
・重層的支援体制整備事業等実施による地域福祉部門の体制強化に対する評価 
・対象者を限定しない相談窓口の設置状況 
・重層的支援体制整備事業において市区町村に対して必要と考える支援 
・重層的支援体制整備事業の実施を通じて感じる変化 など 

【重層的支援体制整備事業に向けた準備】 ※全員回答 
・重層的支援体制整備事業・移行準備事業を実施した最も大きなきっかけ 
・重層的支援体制整備事業に向けた準備の担当が所属する部門 
・重層的支援体制整備事業に向けた準備を行うプロジェクトチーム・ワーキングチーム等の設
置状況 

・重層的支援体制整備事業の準備として取り組んでいる（取り組んだ）こと 
・重層的支援体制整備事業の運用に関して作成している（作成した）ルール・ツール 
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・重層的支援体制整備事業の対象となるケースを検討するために行っている（行った）取組 
など 

【多機関協働事業等の実施状況と課題】※『重層的支援体制整備事業』実施市区町村のみ回答 
・多機関協働事業のプラン作成件数、重層的支援会議・支援会議の開催回数 
・多機関協働事業の相談受付窓口の設置場所（全部委託・一部委託している場合のみ） 
・多機関協働事業の実施における市区町村担当者の委託先への関わりの程度 
・多機関協働事業者の個別ケースへの関わりの程度 
・多機関協働事業につなぐケースの要件や例示等の設定状況・内容 
・重層的支援会議の開催方法、進行役、参加者 
・重層的支援会議が現時点で実際に果たしている機能 
・本人の同意は得られていないが、支援関係機関間等の間で情報共有が必要と考えられる事案
があった場合の対応 

・社会福祉法第106条の６に規定する支援会議の開催方法 
・重層的支援会議・支援会議における明文化されたグランドルール・心得等の有無 
・ケース対応や多機関協働事業等に関する現時点での課題 
・多機関協働事業者のみにケースが任せきりにされないように工夫していること 
・重層的支援会議における協働を促すために工夫していること 
・各関係課・関係機関の多機関協働事業への理解・協働の程度 など 

【これまでの取組】 ※全員回答 
・相談支援機能を向上するために取り組んできたこと 
・分野横断的に支援調整を行うために取り組んできたこと など 

 
（４）調査方法 

WEBアンケート調査により実施した。 
アンケート回答サイトのURLと、各市区町村に個別に付与したID・PWを記載した調査実施要

領を郵送にて配布し、URLにアクセスして回答していただいた。 
調査実施要領の印刷・発送、アンケート回答サイトのWEBページ構築、アンケート調査の実

施、督促状の印刷・発送、速報値の集計は、株式会社 クロス・マーケティングに委託した。 
 
２．先行自治体ヒアリング調査、事例集 
（１）目的 

多機関協働事業を実施する上でのポイントや、市町村でよくある困り事・悩み事及びそれら
への対応を整理するため、重層的支援体制整備事業を実施している自治体を対象としたヒアリ
ング調査を実施した。また、ヒアリング結果をもとに事例集を作成した。 
 

（２）調査対象 
調査対象は、「重層的支援体制整備事業を実施してから一定期間が経過しており、担当者が

事業実施による変化や課題等を評価できると考えられる市町村」とした。可能な限り、人口規
模のバランスを考慮して選定を行い、以下の８自治体を対象に実施した。※総人口は、令和4
年1月1日住民基本台帳人口より 
・岩手県 盛岡市（総人口285,270人） 
・千葉県 市原市（総人口271,740人） 
・鳥取県 米子市（総人口146,899人） 
・福井県 坂井市（総人口89,961人） 
・三重県 名張市（総人口76,909人） 
・滋賀県 高島市（総人口46,926人） 
・富山県 氷見市（総人口44,906人） 
・鳥取県 北栄町（総人口14,692人） 
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（３）調査内容 

【重層的支援体制整備事業の体制・実施状況等】 
・重層的支援体制整備事業の各事業の実施体制（担当、職員体制、委託など）とその変化 
・重層的支援体制整備事業の各事業の連携状況 
・対象者を限定しない相談窓口の設置・運用状況 
・重層的支援体制整備事業の実施による変化 
・市町村が必要とする支援 など 

【重層的支援体制整備事業の準備として取り組んだこと】 
・重層的支援体制整備事業を実施することになったきっかけ 
・重層的支援体制整備事業の準備段階の体制（担当、職員体制など） 
・準備として取り組んだこと（庁内の取組、相談支援機関向けの取組など） など 

【多機関協働事業等の実施状況・課題、課題への対応】 
・多機関協働事業の実施体制（担当者、委託先との連携など） 
・多機関協働事業の個別ケースへの関わり 
・多機関協働事業における相談受付～アセスメント～プラン作成～支援実施～終結～終結後
の伴走支援の流れ 

・重層的支援会議・支援会議の体制・運営状況（構成員、進行役、検討するケース、招集方法、
グランドルール、果たしている機能、重層的支援会議と支援会議の使い分けなど） 

・多機関協働事業、相談支援業務における課題、それへの対応・工夫 など 

【これまでの取組・経緯、重層的支援体制整備事業のデザインプロセス等】 
・これまでの取組（地域福祉に関する取組、相談支援に関する取組、分野横断的な取組など） 
・重層的支援体制整備事業の実施に至る経緯（元々の問題意識、事業実施のねらいなど） 
・重層的支援体制整備事業のデザインプロセス 
・重層的支援体制整備事業の各事業について、その実施体制・実施方法を選択した理由 
・関係者（相談支援機関、支援関係機関等）から見た重層的支援体制整備事業の取組状況と課
題 など 

 
（４）調査方法 

訪問による聞き取り調査にて実施した。 
 
３．自治体担当者向けガイドブック 
（１）目的 

一部の自治体では、重層的支援体制整備事業が開始される前より、従来型の福祉行政の対応
への課題認識から、包括的な支援体制の構築に取り組んできた。令和３年度から重層的支援体
制整備事業を実施している自治体の中には、こうした先行自治体が多く含まれていたが、今後
は重層的支援体制整備事業をきっかけに、包括的支援体制の構築や地域福祉の推進に取り組も
うとする自治体も多く出てくると考えられる。こうした自治体の担当者の方を読み手として想
定し、重層的支援体制整備事業をデザイン・運用していくためのヒントを解説することを目的
としてガイドブックを作成した。 
 

（２）読み手 
○これから重層的支援体制整備事業に取り組む自治体担当者 
○すでに重層的支援体制整備事業に取り組んでいる自治体担当者 

 
４．検討委員会の設置・運営 
（１）検討委員会名 

重層的支援体制整備事業における多機関協働事業の実施状況に関する実態把握及び効果的
な実施方法に関する調査研究事業 検討委員会 



4 

 
（２）委員構成 

検討委員会の委員構成は、以下の通り。 
 

氏 名 所 属 

上田 紀子 名張市 福祉子ども部 地域包括支援センター全世代包括支援係長 

大戸 優子 
中核地域生活支援センター いちはら福祉ネット 
所長 兼 地域総合コーディネーター 

斉藤 正晃 坂井市 健康福祉部福祉総務課 主査  

◎永田 祐 同志社大学 社会学部 社会福祉学科 教授 

福士 康太 盛岡市 保健福祉部 地域福祉課 主任 

森脇 俊二 
氷見市社会福祉協議会 
事務局次長 兼 地域福祉・ボランティア推進課長 

◎委員長                                                       （五十音順、敬称略） 
 

 調査研究の過程 

 
１．多機関協働事業等の実施状況に関するアンケート調査 
（１）調査実施期間 

令和４年11月９日～令和４年12月５日 
 
（２）回収結果 

調査対象365件、有効回答数291件、有効回収率79.7% 
 
２．先行自治体ヒアリング調査、事例集 
（１）調査実施経過 

ヒアリング調査の実施経過は、以下の通り。 

自治体名 ヒアリング調査対象 実施日 

岩手県盛岡市 
・盛岡市 
・盛岡市社会福祉協議会 

令和4年12月6日 

千葉県市原市 
・市原市 
・中核地域生活支援センターいちはら福祉ネット 

令和4年10月28日 

富山県氷見市 
・氷見市 
・氷見市社会福祉協議会 

令和4年12月15日 

福井県坂井市 ・坂井市 令和4年11月21日 

三重県名張市 ・名張市 令和4年12月20日 

滋賀県高島市 
・高島市 
・高島市社会福祉協議会 

令和4年11月16日 

鳥取県米子市 ・米子市 令和4年10月26日 

鳥取県北栄町 ・北栄町 令和4年10月25日 
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（２）事例集の構成の変更 

交付申請の段階では、事例集の構成として、各事例の文脈・経緯、多機関協働事業を実施す
る上でのポイントのほか、「市町村でよくある困り事・悩み事」に関するテーマ毎の解説を作
成する予定であったが、テーマ毎の解説については、ガイドブックの解説内容との親和性が高
いため、ガイドブックの一部のコンテンツとした。なお、「市町村でよくある困り事・悩み事」
については、予め委員会で意見収集を行った上で（１）のアンケート調査票に反映し、回答結
果の多かった設問を中心にテーマ選定を行った。 

 
３．自治体担当者向けガイドブック 
（１）作成経過 

アンケート調査・ヒアリング調査の結果や検討委員会での議論をふまえて構成案を作成し、
第２回検討委員会に提示、意見収集をしながら文章作成を行った。第３回検討委員会の前には、
その段階でのガイドブック案を各委員に示し、オンライン会議や文書での意見収集を行った。
各委員の意見を反映したガイドブック案を第３回検討委員会に示し、最終の意見収集、反映作
業を行った。 

 
（２）普及版の作成 

本事業の報告書のうち、ガイドブック及び事例集のみを普及版として作成し、事業報告書と
は別に、当社HPに掲載する。 

 
４．検討委員会の設置・運営 
（１）開催経過 

開催経過は、以下の通り。 
 

 開催日時 開催方式・場所  議題 

第１回 
令和4年10月4日 

13:00～15:30 

対面開催 
TKP東京駅カンファレンス
センタ－ ホール 12A 

・事前打ち合わせ等の報告 
・アンケート調査 
・ヒアリング調査実施計画 

第２回 
令和4年12月23日 

9:00～12:00 
オンライン開催 

・アンケート調査結果の報告 
・ヒアリング途中経過の報告 
・ガイドブック構成案 
・事例集の作成イメージ 

第３回 
令和5年3月29日 

9:00～12:00 

対面・オンライン開催 
TKP 東京駅カンファレンス
センタ－ ホール 12A 

・ガイドブック案 
・事例集案 
・アンケート追加集計 
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 事 業 結 果 

 
１．多機関協働事業等の実施状況に関するアンケート調査 

主要な調査結果は、以下の通り。 
 

（１）重層的支援体制整備事業の実施状況（対象：重層事業実施市区町村のみ） 
・重層的支援体制整備事業の主担当が所属する部門は、「地域福祉部門」の割合が最も高く7
6.1%、次いで、「生活困窮部門（27.5%）」、「高齢部門（15.6%）」となっている。 

・重層的支援体制整備事業の各事業を「委託していない（直営）」の割合は、「多機関協働事
業・支援プランの作成」が35.8％、「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」が18.3％、
「参加支援事業」が14.7％となっている。 

・対象者を限定しない相談窓口を設置している市区町村は68.8％（75件）で、そのうち48件の
市区町村が相談窓口の運営における課題について回答、その主な内容としては、「関係機関
間の連携・役割分担に関すること」、「人材確保に関すること」、「相談対応を任せきりに
されること」、「相談支援の技術に関すること」、「課題の複雑さ、支援の糸口の見えづら
さ、伴走支援の難しさ等に関すること」等が挙がっている。 

・重層的支援体制整備事業の実施を通じて感じる変化における、あてはまる（「とてもあては
まる」、「ややあてはまる」の合計）の割合は、「庁内での情報共有、役割分担、連携によ
る支援がしやすくなった」が最も高く89.0%となっている。次いで、「外部の関係機関との
情報共有、役割分担、連携による支援がしやすくなった」が88.1%、「ケースのたらいまわ
しが減った」「支援者・支援者機関に対する支援（支援者支援）につながっている」関係職
員の資質向上につながっている」が79.8%となっている。 

 
（２）重層的支援体制整備事業に向けた準備（対象：重層事業／移行準備事業実施市区町村） 

・重層的支援体制整備事業・移行準備事業を実施した最も大きなきっかけは、「モデル事業（多
機関の協働による包括的支援体制構築事業、地域力強化推進事業）を実施していた」の割合
が最も高く50.2%となっている。次いで、「部長級職員の意向（21.0%）」、「市区町村長の
意向（20.3％）」となっている。 

・重層的支援体制整備事業に向けた準備を行うプロジェクトチーム・ワーキングチーム等を
「設置している（設置していた）」市区町村は、43.6%となっている。 

・重層的支援体制整備事業の準備として取り組んでいる（取り組んだ）ことのうち、取り組ん
でいる（「重点的に取り組んでいる（取り組んだ）」「それなりに取り組んでいる（取り組
んだ）」の合計）割合が上位の項目は、庁内・行政内／外部ともに、「重層的支援体制整備
事業に関する説明・意見収集」、「包括的相談支援に向けて、相談支援業務における課題を
把握する取組」、「各分野の相談支援機関の相互理解を促す取組」となっている。 

・重層的支援体制整備事業の対象となるケースを検討するために行っている（行った）取組と
して、「現在、対応が難しいケースの洗い出し」の割合が最も高く65.7%となっている。次
いで、「相談支援における業務の洗い出し、職員・担当業務・具体的な業務内容等の整理（5
1.5%）」、「これまでの対応ケースの振り返り（41.2%）」となっている。 

 
（３）多機関協働事業等の実施状況と課題（対象：重層事業実施市区町村のみ） 

・多機関協働事業につなぐケースの要件や例示等の設定は、「要件等はないが、つなぐケース
の例示等はしている」が45.9%、「要件等を示して、つなぐケースを限定している」が8.3%
となっている。 

・設定している要件や例示等の内容は、「単独分野の関係機関のみでは対応が難しい」が最も
高く84.7％となっている。次いで、「複数分野の連携が必要だが、どう役割分担すればよい
か分からない」が79.7％、「どのように支援すればよいか（手立て）が分からない」が59.
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3％となっている。 
・重層的支援会議の参加者の固定状況は、「固定の参加者はいない（個別のケースに応じて参
加者を選定）」の割合が最も高く46.8%となっている。次いで、「一部固定の参加者がいる
（40.4%）」、「全ての参加者が固定されている（8.3%）」となっている。 

・重層的支援会議が現時点で実際に果たしている機能は、「本人の目標、支援方針、プラン内
容の検討」が最も高く、85.2%となっている。次いで「各支援関係機関の役割分担の確認（8
4.1%）」、「関係機関同士の相互理解、関係づくり（78.4%）」となっている。 

・重層的支援会議・支援会議における明文化されたグランドルール・心得等がある市区町村は、
34.9%となっている。 

・グランドルール・心得等の内容は、「コンプライアンスに関するルール（守秘義務を徹底す
る等）」が89.5％と最も高かった。一方で、「参加者の心理的安全性を確保するためのルー
ル（担当者を責めない、意見を否定しない等）」は31.6％（12件）となっている。 

・ケース対応に関する課題において、あてはまる（「とてもてはまる」、「ややあてはまる」
の合計）の割合が高くなっている上位3つは、「窓口対応の範囲が、担当分野のみとなって
いる（45.9%）」、「支援内容が制度サービスのみで、インフォーマル資源との協働に検討
が及ばない（44.9%）」、「窓口対応が、制度の適用のみになっている（40.4%）」となって
いる。 

・重層的支援会議や支援会議に関する課題において、あてはまる（「とてもてはまる」、「や
やあてはまる」の合計）の割合が高くなっている上位3つは、「本人の同意を得られないた
めに、重層的支援会議を開催することが少ない（54.8%）」、「解決の糸口が見えない（51.
0%）」、「役割分担の合意が難しい（押し付け合いになる、多機関協働事業の担当者が穴埋
めしてしまう等）（26.0%）」となっている。 

・事業を運営する上での課題において、あてはまる（「とてもてはまる」、「ややあてはまる」
の合計）の割合が高い上位3つは、「相談支援機関において、人員体制の問題で、対応でき
る範囲に限りがある（77.1%）」、「相談支援機関と都道府県所管の相談支援機関（児童相
談所等）の連携が難しい（53.2%）」、「多機関協働事業に、なかなかケースが挙がってこな
い（52.3%）」となっている。 

・多機関協働事業者のみにケースが任せきりにされないように工夫していることとしては、
「各関係機関に負担を分散する仕掛けづくり（各関係機関が主体であるという意識の醸成、
会議前の関係機関間の調整、会議運営上の工夫）」や「円滑に情報共有・相談ができる体制
の構築」、「多機関協働事業者の役割はマネジメント中心に」等が多く挙がっていた。 

・重層的支援会議における協働を促すために工夫していることとしては、「会議の進行上の工
夫」や「重層的支援体制整備事業や重層的支援会議に関する理解の促進」、「関係機関との
信頼関係の構築」、「会議の進め方や支援方針等に関する事前打合せ」等が多く挙がってい
た。 

 
（４）これまでの取組（対象：重層事業／移行準備事業実施市区町村） 

・相談支援機能を向上するために取り組んできたことの中で、取り組んできた（「重点的に取
り組んできた」、「それなりに取り組んできた」の合計）割合は、「対象者を限定しない相
談窓口の設置」が67.0％と最も高く、次いで「各分野の相談支援機関の相互理解を促す取組」
が63.2％、「各分野の相談支援機関が連携する場・ルールの構築」が54.3％となっている。 

・分野横断別に支援調整を行うために取り組んできたことの中で、取り組んできた（「重点的
に取り組んできた」、「それなりに取り組んできた」の合計）割合は、「支援調整を行う既
存の会議体（地域ケア会議、支援調整会議、自立支援協議会等）に、必要に応じて、他分野
の関係者に出席してもらう」が78.4％、「支援調整を行う既存の会議体（地域ケア会議、支
援調整会議、自立支援協議会等）に、必要に応じて、地域の関係者に出席してもらう」が58.
7％、「各分野の行政担当者・相談支援機関が分野をまたいで支援調整をする場・機会を設
ける」が71.5％となっている。 
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２．先行自治体ヒアリング調査、事例集 
事例集は、各事例４ページで、下記のような構成とした。 

 

 

  



9 

①【概要】自治体の基本情報、重層的支援体制整備事業の実施体制 
・事業の実施体制については、複数の事業を一体的に実施している場合は、それがわかるように
図示している。 

②【経緯】重層的支援体制整備事業の実施に至るまでの経緯 
・重層的支援体制整備事業以前の取組やそのきっかけ、重層的支援体制整備事業のデザインプロ
セスを時系列で理解できるよう、年表形式で紹介している。 

③【ケース対応】多機関協働事業におけるケース対応の流れ 
・多機関協働事業を活用する場合の、ケースの受け止めから支援の提供までの流れを、フロー図・
テキストで解説している。 

④【取組の特徴、課題】取組の特徴、事業実施による変化、今後の課題 
・取組の特徴は、包括的支援を機能させるための必要な３要素である「関係者による目的意識の
共有」「支援者の資質向上」「現場の後ろ盾となる仕組み・体制・ツール」（その旨、ガイド
ブックにて解説している）の観点から該当する特徴を紹介している。 

・事業実施による変化としてポジティブな成果だけでなく、現在抱えている課題についても紹介
している。 

 

３．自治体担当者向けガイドブック 
ガイドブックの概要は、以下の通り。 
 

第１部 重層的支援体制整備事業を検討することになった自治体担当者に向けたガイドブック 

１．重層的支援体制整備事業は、わがまちに必要なのか？ 
・行政の福祉部門等の窓口に、制度の狭間や複雑・複合ケースの相談が寄せられるようになって
いる。こうしたケースに適切に対応するためには包括的支援ができるよう、これまでの福祉行
政の在り方を変えていく必要がある。 

 

・具体的には、衣食住など物理的な側面での“自立”だけでなく、社会的なつながりなど関係性
の側面での“孤立の解消”を目指す必要がある。また、生活課題を抱えるケースを「見つけに
行く」アプローチ、対象者や対象世帯全体の生活課題、その経緯・背景を把握するためのアセ
スメント、多岐にわたる支援を調整する仕組みのほか、長期的な関わりが必要なケースについ
ては伴走支援の考え方が求められる。 

・これらの観点から、まちの現状を把握し、“あるある”が見つかれば、それが取組の出発点に
なる。 
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２．重層的支援体制整備事業に関する４つの疑問 
・参加支援事業は、“孤立の解消”に取り組む上で中心的な役割を果たす事業、アウトリーチ等
事業は「伴走型支援」を具体化する事業、多機関協働事業は、多岐にわたる支援を調整する機
能を果たす。 

・包括的相談支援のために、総合相談窓口を無計画に設置するとケースの投げ込み場になってし
まう可能性がある。総合相談窓口機能を整備するとしても、包括的相談支援はあくまでも既存
の窓口が主として担う必要がある。 

・多機関協働事業の主な役割は、ケース対応のための“マネジメント”だが、個別のケースに応
じてアセスメントやプレイングマネジャー、助言者等にもなりうる。これらは対象者に対する
支援を「チーム」として機能させるための動きであり、その目的は“支援者支援”である。 

・自治体担当者は事業の形を作ることに注力しがちだが、まずはわがまちの課題を把握し、どの
ような機能を強化するべきか、その際にどの事業を活用できるかと考えるのが本来の流れであ
る。また、各事業は相互に関係しあって機能するため、一体的にデザインする必要がある。 

３．重層的支援体制整備事業の検討にあたって、何から始めるべきか？ 
・重層的支援体制整備事業は、本来、包括的支援という上位の目標を実現するための手段であり、
事業の実施体制や方法は、地域福祉のあり方も含めたグランドデザインの上に検討される必要
がある。 

・重層的支援体制整備事業は、担当課だけでなく、各福祉分野の所管課、福祉以外の所管課、庁
外の関係機関など、あらゆる関係者を巻き込んで動かしていく必要があるため、「なぜこの事
業に取り組むのか」という必要性の認識を、多岐にわたる関係者と共有していくことが重要で
ある。 

・重層的支援体制整備事業のうち、どの事業に重きをおいて事業を開始するかは自治体によって
様々な選択肢があってよい。あらゆる関係者の意識や行動を変えていく必要があるからこそ、
モチベーションの維持が重要である。 

 
第２部 重層的支援体制整備事業をすでに実施している自治体担当者に向けて 

１．包括的支援を機能させるためには 
・重層的支援体制整備事業は、包括的支援を実現するための手段の一つである。包括的支援を機
能させるためには、①関係者による目的意識の共有、②支援者の資質向上、③現場の後ろ盾と
なる仕組み・体制・ツールの３つの要素が必要である。 

 

・これらの要素の中心には「支援者をひとりにしない」があり、３つの要素はこのコンセプトの
下に運用される必要がある。 
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・包括的支援に関わる関係者は、スキルアップしていくこともあれば、異動により人が入れ替わ
る場合もある。そのため、これら３つの要素は継続して取り組んでいく必要がある。 

２．重層的支援体制整備事業に関する自治体の悩み 
・アンケートにて市区町村が抱える課題として多かった「窓口での対応が、制度の適用のみ、担
当分野のみとなっている」「多機関協働事業になかなかケースが挙がってこない」「本人同意
を得られないために、重層的支援会議を開催することが少ない」「重層的支援会議・支援会議
で解決の糸口が見えない」「支援内容が制度・サービスのみで、インフォーマル資源との協働
に検討が及ばない」「多機関協働事業の終結は、どう考えればいいの？」について解説。 

・悩みに対する取組事例として、本事業内で作成している事例集から取組を紹介している。 

３．多機関協働事業の継続的な発展のために 
・多機関協働事業は、「主たる役割はマネジメント」「支援者に寄り添う」「支援者の育ちを支
援する、共に育ちあう」という考えの下で運用するのがポイントである。 

・多機関協働事業者には、二次相談・二次アセスメントのためのスキル、分野の違いに対する理
解、調整力、自分で動いてしまいたくなるのを我慢することが求められる。 

・多機関協働事業は、特に初期段階では関係者から前向きな反応を得られない場合もあるため、
孤立させない体制あるいは工夫が必要であり、特に事業を委託している場合は委託元が最大の
理解者となることが求められる。 

・重層的支援会議・支援会議を意味のある形で継続・発展させていくためには、出席者のモチベ
ーションを維持するための取組、支援者に寄り添う場となるような運営が必要であるほか、現
状追認ではなく、「こういう資源があればこんな支援ができる」という資源開発の視点を持っ
た議論を行うことが重要である。 

４．自治体の状況に応じたデザインの考え方 
・日常的な地域生活の中での人と人のつながりは、早い段階でのケースの把握や課題の緩和、伴
走支援等の観点から、包括的支援体制の構築に必要不可欠な要素である。そのため、「参加支
援」と「地域づくり」は重層的支援体制整備事業の中心的な構成要素であり、多機関協働事業
とも高いレベルで連動していることが求められる。 

・重層的支援体制整備事業が対象とするケースは個別性が高く、参加支援は基本的にオーダーメ
イド型でのコーディネートが期待される。そのため、多様なニーズに応えられる参加支援の体
制構築が求められる。 

・こうした参加支援の基盤として地域づくりを進めるにあたっては、既存の地域づくりの取組に
とどまらず、対象者を幅広くとらえてアプローチすることや共感の連鎖を生むための“あそび”
への着目、多様なつながりを生み出すプラットフォームづくりも有効な取組である。 

・包括的支援体制をバージョンアップさせていくためには、分野間の連携と各分野での資質向上
をともに進めていくこと、ミクロでの個別ケース対応とマクロでの仕組み・施策化を連動して
進めていくことが期待される。 

 

事業実施機関 
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